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序  章 

 

兵庫県立大学大学院 会計研究科会計専門職専攻（以下、「本研究科」という）は、平

成 19年４月、兵庫県立大学（以下、「本学」という）の大学院に最初の専門職学位課程と

して設置された。 

本研究科を設置するに至った背景には、公認会計士の育成はもちろんであるが、会計専

門職業人に対して社会からより広範な期待が寄せられていることがある。たとえば、企業

など民間部門や自治体など政府・非営利部門における専門的な実務の担い手として高度で

専門的な職業能力を有する会計専門職業人の育成がそれである。 

なぜなら、現代社会において会計は社会的構造基盤（ファンダメンタルズ）の１つと位

置づけることができ、民間部門においても、政府・非営利部門においても、組織は説明責

任（アカウンタビリティ）を果たすために会計システムを設計し、運用しなければならず、

その機能を支えるために高度で専門的な職業能力を有する会計専門職業人が、多数求めら

れるからである。しかも、このような会計専門職業人を育成するためには、学士課程だけ

では十分ではなく、より高度で専門性の高い教育機関である会計専門職大学院での教育が

必要になったからである。 

本研究科は、平成 21 年度に最初の修了者を送り出したことを機会に、財団法人 大学基

準協会の「経営系専門職大学院基準」を参考にして自己点検･評価に取り組み、自己点検・

評価報告書を作成した。そして、その後も継続的に自己点検・評価報告書を作成している。

ただし、分野別認証評価を受審するときには、認証評価報告書を作成しているため、その

対象年度はその作成を除外している。 

また、本研究科は、平成 27年度に２回目の分野別認証評価を受審した。認証評価機関は、

前回と同じ公益財団法人 大学基準協会である。その評価結果は、 

「評価の結果、貴大学大学院会計研究科会計専門職専攻（経営系専門職大学院）は、本協

会の経営系専門職大学院基準に適合していると認定する。」 

というものであった。 

ただし、学生の受入れについては、 

「定員の未充足問題については、貴大学経営学部の早期卒業制度を利用し、経営学部と連

携した専門一貫教育を推進することを定員充足に向けた１つの方策として掲げていること

から、状況改善に向けて、かかる取組みを中心とした継続的な対応が望まれる（評価の視

点 4-5）。」 

との指摘があった。 

本研究科では、この結果を真摯に受け止めるとともに、今後も継続的に自己点検・評価

を実施することによって、改善・改革に取り組む所存である。 
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本  章 

 

１．使命・目的・戦略 

 

＜概要＞ 

■目的の適切性 

本研究科の目的は、会計研究科規程第３条において、次のように明らかにしている。 

 

目的（ミッション） 

（研究科における教育研究上の目的） 

第３条 本研究科は、監査業務や税務業務などの担い手、企業など民間部門における専門

的な実務の担い手、自治体など政府・非営利部門における専門的な実務の担い手として、

高い資質・職業倫理・専門的能力に加えて、幅広い見識・思考能力・判断能力・国際的

視野・指導力など高度で専門的な職業能力を有する会計専門職業人の育成を目的とする。 

 

 専門職大学院は、学校教育法第 99 条第２項に明らかにされているように、「学術の理論

及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越し

た能力を培うこと」を目的としている。本研究科は、会計分野における専門職大学院とい

う位置づけになる。 

そして、本研究科が育成しようとする会計専門職業人とは、具体的には「監査業務や税

務業務などの担い手、企業など民間部門における専門的な実務の担い手、自治体など政府・

非営利部門における専門的な実務の担い手」である。本研究科では、これを「人材育成の

ターゲット」と呼んでいる。その特色は、必ずしも公認会計士の養成に限定することなく、

社会の幅広いニーズに応えようとしている点にある。 

また、「高い資質・職業倫理・専門的能力に加えて、幅広い見識・思考能力・判断能力・

国際的視野・指導力など高度で専門的な職業能力を有する会計専門職業人の育成」とは、

端的にいえば、社会環境の変化に対応できる会計専門職業人を育成することである。現在、

社会のあらゆる領域でこれまで経験したことのない変化が生じており、会計の世界におい

ても IFRS の任意適用企業の増加、職業倫理の重視など大きく変わろうとしている。本研究

科は、単に多くの会計専門職業人を輩出することにとどまらず、社会環境の変化に適応し

リーダーシップを発揮できるような人材を社会に送り出すことを目標にしている。 

ところで、会計専門職大学院設置の契機は、公認会計士試験制度の見直しにあった経緯

から、また社会的関心の高さから、教育成果として公認会計士試験の結果のみに注目が集

まる傾向にあることもやむを得ないと思われるが、本研究科は当初から受験予備校的な存

在とは一線を画しており、本研究科が目指す会計専門職業人の養成は、現代社会が必要と
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する人材を育成するとともに、それを通じて健全な経済社会の発展に寄与することを目的

としている。そのため、特に現代の会計専門職業人に求められる倫理観を身につけ、かつ、

それを実務に適用し実践できる能力を開発することが、本研究科の使命であり、社会のニ

ーズに応える点で重要であると考えている。 

 

■３つのポリシー 

 本研究科では、その目的との関係において首尾一貫した教学運営を行うため、３つのポ

リシーを定めている。 

 本研究科は、以下のようにディプロマ・ポリシーを定めている。そして、本研究科が目

的とする、高度で専門的な職業能力を有する会計専門職業人の育成とは、「社会環境の変化

に対応できる会計専門職業人を育成すること」を意味している。それは、現在、会計を含

む、あらゆる領域で不連続的な変化が生じており、そうなると、学生は現在の理論・制度・

技能を学ぶのであるが、それが必ずしも固定的でないことから、それを鵜呑みにするので

はなく相対化し、論理の筋道を理解するという複眼思考が重要であると考えるからである。 

 

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針） 

 会計研究科は、監査業務や税務業務などの担い手、企業など民間部門における専門的な

実務の担い手、自治体など政府・非営利部門における専門的な実務の担い手としての会計

専門職業人に必要とされる専門的知識・技能に加えて、幅広い見識や職業倫理に根ざした

健全な判断力、将来にわたり広く社会のニーズに応えようとする使命感を身につけている

者に、会計修士（専門職）の学位を授与します。 

 

 次に、ディプロマ・ポリシー踏まえて、以下のようにカリキュラム・ポリシーおよびア

ドミッション・ポリシーを策定している。 

 

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施の方針） 

 会計研究科は、監査業務や税務業務などの担い手、企業など民間部門における専門的な

実務の担い手、自治体など政府・非営利部門における専門的な実務の担い手としての会計

専門職業人に必要とされる専門的知識・技能に加えて、グローバルな視野を含む幅広い見

識や職業倫理に根ざした健全な判断力、そして、既存の知識・技能を鵜呑みにせず、その

意味を理解しようとする姿勢を身につけるために必要な授業科目を、学士課程レベルの知

識・技能を確認するとともに会計専門職業人に必要とされる基礎的知識・技能を修得する

ための「基本科目」、より高度な専門的知識・技能を修得するための「発展科目」、ケース

スタディなどを通じて最先端の専門的知識・技能を修得するための「応用・実践科目」に

分けて配置することによって、理論と実務の架橋を実現します。 
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アドミッション・ポリシー（入学者受入の方針） 

 会計研究科は、監査業務や税務業務などの担い手、企業など民間部門における専門的な

実務の担い手、自治体など政府・非営利部門における専門的な実務の担い手としての会計

専門職業人を目指す者を受け入れるため、広く社会的・職業的自立に必要な論理的思考力・

表現力に加えて、会計をはじめ会計専門職業人に必要とされる分野において学士課程で修

得されるべき基礎的知識・技能を身につけており、また、より高度な知識・技能を自ら修

得しようとする意欲を持つ者を選抜するべく入学試験を実施します。 

 

なお、アドミッション・ポリシーは、受け入れる学生に求める学習成果、すなわち、①

基礎的・基本的な知識・技能（「知識・技能」）、②知識・技能を活用して、自ら課題を発見

し、その解決に向けて探究し、成果等を表現するために必要な思考力・判断力・表現力等

の能力（「思考力・判断力・表現力等」）、③主体性を持ち、多様な人々と協働しつつ学習す

る態度（「主体性・多様性・協働性」）という観点から明確化している。 
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２．教育の内容・方法、成果等 

 

（１）教育課程等 

 

＜概要＞ 

■カリキュラム・ポリシー 

本研究科は、カリキュラム・ポリシーに従い、「高度で専門的な職業能力を有する会計

専門職業人の育成」という教育目的を実現するために、本研究科が授与する「会計修士（専

門職）」の学位に相応しい教育課程を用意している。すなわち、本研究科が育成しようとす

る会計専門職業人にとって重要な領域である財務会計、管理会計、監査に重点的に科目を

配置するとともに、それ以外の科目についてもバランスよく開講している。 

 

■カリキュラムの全体像 

 本研究科が開講する科目は、「財務会計関係」「管理会計関係」「監査関係」「租税法関係」

「公会計関係」「経営・ビジネス関係」「経済関係」「私法関係」「統計関係」の各領域に分

けられ、また、その性格から、「基本科目」「発展科目」「応用・実践科目」に大別され

る。 

 

カリキュラムの概念図 
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■系統的・段階的学習による理論と実務の架橋 

本研究科のカリキュラムを構成する科目は、大まかにいうと、講義形式で授業を行う基

本科目およびほとんどの発展科目が理論教育を担い、演習形式で授業を行う一部の発展科

目および応用・実践科目が実務教育を担っている。そして、概ね、基本科目、発展科目、

応用・実践科目の順に履修するように指導しており、それによって、理論教育の到達点の

上に実務教育を行うことを想定している。応用・実践科目のうちケーススタディ科目は、

第４セメスターで開講しており、ここで理論教育と実務教育の架橋を図ることを意図して

いる。 

 また、学生による履修の指針として、①公認会計士、②税理士、③企業（財務部門）に

おける専門的な実務の担い手、④企業（管理部門）における専門的な実務の担い手、⑤公

的部門における専門的な実務の担い手、⑥国税専門官、を想定した履修モデルを提示して

おり、これも系統的・段階的履修を可能にする一助となっている。 

 

基本科目、発展科目、応用・実践科目の位置づけおよび到達目標 

基 本 科 目 

原理的・理論的な性格が強く、会計専門職業人に必要とされる基礎的知

識を提供する授業科目である。したがって、単位の認定にあたっては、

基礎的知識の修得が図られていることを到達目標としている。 

発 展 科 目 

会計専門職業人に必要な高度な専門的知識や技能を提供する授業科目

である。したがって、単位の認定にあたっては、基本科目と比べてより

高度な専門的知識や技能の修得が図られていることを到達目標として

いる。 

応用・実践科目 

会計専門職業人に求められる最先端の専門的知識や技能を提供するた

めに実践的な教育を行う授業科目であり、本研究科の教育の柱となる領

域にケーススタディ科目として配置されている。したがって、単位の認

定にあたっては、最先端の専門的知識や技能の修得が図られていること

を到達目標としている。 

 

■適切な科目配置 

本研究科において、教育の柱となる領域は、「財務会計関係」「管理会計関係」「監査関係」

「租税法関係」「公会計関係」「経営・ビジネス関係」であり、これらの領域には「基本科

目」「発展科目」「応用・実践科目」のすべてにわたり、重点的に科目を配置している。 
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カリキュラム体系 

  基本科目 発展科目 応用・実践科目  

財務会計 

 簿記Ⅰ(2単位) 
 財務会計(2単位) 

 簿記Ⅱ(2単位) 
 会計基準Ⅰ(2単位) 
 会計基準Ⅱ(2単位) 
 会計基準Ⅲ(2単位) 
 会計制度・ディスクロージャー 
(2単位) 

 国際会計(2単位) 
英文会計(2単位) 
IFRS 会計(2単位) 
 財務会計特論(2単位) 

 財務会計ケーススタディ 
  (2単位) 

管理会計 

 原価計算Ⅰ(2単位) 
 管理会計Ⅰ(2単位) 

 原価計算Ⅱ(2単位) 
 管理会計Ⅱ(2単位) 
 経営分析(2単位) 
 管理会計特論(2単位) 

 管理会計ケーススタディ 
  (2単位) 

監 査 

 監査概論(2単位) 
会計職業倫理(2単位) 

 監査基準(2単位) 
 内部監査・内部統制(2単位) 
ＩＴ監査(2単位) 
 監査特論(2単位) 

 監査ケーススタディ 
(2単位) 

租税法 

 租税法Ⅰ(2単位)  租税法Ⅱ(2単位) 
所得税法(2単位) 
 法人税法(2単位) 
 租税法特論(2単位) 

 租税法ケーススタディ 
(2単位) 

公会計 

公会計概論(2単位)  政府会計(2単位) 
 公営企業会計(2単位) 
 非営利組織会計(2単位) 
 行政法(2単位) 
 ニュー・パブリック・マネジメント 
(2単位) 

 公会計特論(2単位) 

 公会計ケーススタディ 
(2単位) 

経営・ 
ビジネス 
 

経営学概論(2単位)  経営戦略(2単位) 
 経営組織(2単位) 
 経営情報システム(2単位) 
生産マネジメント(2単位) 
 人的資源マネジメント(2単位) 
 マーケティング(2単位) 
 財務マネジメント(2単位) 
 ビジネス・モデル(2単位) 
 ビジネス特論(2単位) 

 ビジネス・ケーススタディ 
(2単位) 

経 済 
 ミクロ経済学(2単位)  マクロ経済学(2単位) 

 財政学(2単位) 
 

  

私 法 

 企業法概論(2単位)  民法Ⅰ(2単位) 
 民法Ⅱ(2単位) 
 会社法Ⅰ(2単位) 
 会社法Ⅱ(2単位) 

 

統 計 
統計学(2単位) 経営統計(2単位) 

  
 

演 習  基礎演習(4単位)   研究演習(4単位) 
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■修了要件 

本研究科の修了要件は、２年以上在学し、必修科目および選択必修科目を含む、それぞ

れの科目ごとの単位数を満たした上で、合計 48単位以上を修得することである。 

なお、本研究科の授業科目のうち、基礎演習および研究演習だけが４単位であり、その

他はすべて２単位である。また、授業科目の単位数では、１単位の授業科目を 45時間の学

修を必要とする内容をもって構成することを標準としており、２単位の科目については、

週１回の授業を 15回実施することを原則としている。 

 

総単位数以外の修了要件 

 必要単位数 必修科目および選択必修科目 

基 本 科 目 16単位以上  

(1) 会計職業倫理、基礎演習 ６単位修得。 

(2) 簿記Ⅰ、財務会計、原価計算Ⅰ、管理会計Ⅰ、監

査概論、租税法Ⅰ、公会計概論、経営学概論のうち

から 10単位以上修得。 

発 展 科 目 18単位以上  

基本科目であるミクロ経済学、企業法概論、統計学を

修得した場合にあっては、これを発展科目修得必要単

位数に算入する。 

応用・実践科目 ４単位以上  

応用・実践科目のうちから４単位以上修得。ただし、

研究演習について４単位を超えて修得した場合にあっ

ては、修了必要単位数に算入することができるのは、

４単位までとする。 

 

また、学生が修士論文の作成を希望する場合は、基礎演習（１年次）および研究演習（２

年次）において必要な研究指導を受けた上で、修士論文の審査および最終試験に合格する

ことを修了要件に加えることができるとしている。 

 

■履修登録できる単位数の上限設定 

本研究科では、学生が各学期において、履修科目の届出を行うことのできる単位数は原

則として18単位以内としている。ただし、キャリアプランの関係から必要があるなどの場

合には、１年間に履修することのできる単位数を36単位以内とし、22単位を限度として前

期および後期の履修単位数を選択することができるものとしている。また、２年次に研究

演習（４単位）を履修することを指導している関係から、２年次において再履修科目を履

修する場合には、１年間に履修することのできる単位数を40単位以内とし、22単位を限度

として前期および後期の履修単位数を選択することができるものとしている。 

なお、１学期に 18単位を超える履修を希望する学生は、指導教員（基礎演習または研究

演習の担当教員）と協議し、その署名・捺印を受けた上で、18 単位超過履修希望願を教務

委員会に提出し、許可を受けるものとしている。 
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（２）教育方法等 

 

＜概要＞ 

■職業倫理の重視 

 社会が急激に移り変わるからこそ、正しい倫理観を持ち、かつ、それを現場で実践でき

る能力を身につけることは、会計専門職業人にとって必須の条件といえる。本研究科は、

専門的知識に基づいた健全な職業倫理を涵養することを何よりも重視し、会計職業倫理を

必修科目としている。また、経験豊かな実務家教員が担当する科目において、現場で直面

することが予想される事例を教材として取り上げている。 

 

■グローバルな視野の重視 

グローバル経営の進展、会計基準および監査基準の国際的統一化により、会計専門職業

人にとってグローバルな視野が一層重要になっている。そのため、本研究科では、発展科

目として国際会計、英文会計、ＩＦＲＳ会計を配置しているが、それだけでなく、あらゆる科

目の中で国際的動向を取り上げるようにしている。 

また、近年、「グローバル人材」が注目されているが、本研究科では、それを「グローバ

ルな視野のもと、自分の考えを持った上で、異なる考え、意見を理解し、共通の目的の達

成のために違いを縮める議論のできる人」と考えている。ここで必要になるのは、自分の

考えを持てるように専門性を高めること、そして、それを分かりやすく説明できることで

ある。そこで、本研究科では、すべての授業科目において、学生が知識を単に暗記するの

ではなく、「その理由・根拠」を理解することを重視している。なぜなら、真の意味で理解

していなければ、確実な知識とはならず、その結果、記憶としても定着しないからである。

言い換えれば、記憶力よりも思考力が重視されるということである。 

 

■少人数教育 

本研究科では、その教育課程が十分な教育効果をあげるために、講義形式の授業科目と

演習形式の授業科目をバランスよく配置している。講義形式の場合、教員と学生とのコミ

ュニケーションは個別的な質疑応答になりがちである。そのことから、議論を行うことを

重視した基礎演習（１年次）および研究演習（２年次）ならびに学外研修（インターンシ

ップ）を実施するケーススタディ科目（２年次）は少人数で行えるように特に配慮してい

る。それらの定員は、年度によって多少のばらつきはあるが、通常、６～７名としている。 

基礎演習では、コミュニケーション能力を養成するために、プレゼンテーション、質疑

応答および討論を課す、双方向・多方向的な授業を行っている。また、研究演習では、公

認会計士・税理士、企業や公的部門などで活躍する会計専門職業人が、それぞれの分野に

おいてリーダーシップを発揮するにあたって必要な課題探求能力やディベート能力などを

身につけるために課題研究レポートの作成指導を行っている。その過程で密度の濃い議論

を行うようにしている。 
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■学生に対する履修指導、学習相談 

 履修に関する基本的な事項は、講義要目にまとめられている。入学時のオリエンテーシ

ョンは、その内容を周知することを主な目的として実施される。その後は、セメスターご

とのガイダンスで履修指導を行っている。また、日常的には、学生にとって最も身近な存

在である基礎演習または研究演習の担当教員が、一次的な相談窓口として、個別に学生の

相談に応じているが、特に教務関係については講義要目に基づいて指導を行っている。そ

のため、学生への指導が適切かつ統一的に行われるように、講義要目の内容は教務委員会

が毎年度見直し、必要な改定を行っている。 

 また、個々の授業科目の相談は、担当教員が行っている。オフィス・アワー、担当教員

のメールアドレスについては、シラバスに掲載している。 

 

■シラバス 

 本学では、シラバスの様式を全学的に統一している。その記載項目は、授業科目名、必

修の区分、単位数、開講年次、講師名、所属、オフィス・アワー・場所、連絡先といった

基本的情報のほか、講義目的及び到達目標、講義内容・授業計画（講義科目では１回ずつ

記述）、テキスト、参考文献、成績評価の基準、履修上の注意・履修要件、地域に関する学

修、備考、教員コメントである。なお、シラバスは、講義要目のほか、ホームページにも

掲載している。 

 

■成績評価の基準・方法の学生への周知 

本研究科では、まず基本科目、発展科目、応用・実践科目に分けてそれぞれの到達目標

を定めており（６頁参照）、それが成績評価の基本的考え方となる。すなわち、基本科目

については基礎的知識の修得が図られていること、発展科目については基本科目と比べて

より高度な専門的知識や技能の修得が図られていること、応用・実践科目については最先

端の専門的知識や技能の修得が図られていることが、それぞれの到達目標である。 

また、講義科目は、概ね基礎的知識または専門的知識の修得を目的としていることから、

期末試験による成績評価を基本としながら、科目の性格に応じて、授業中に行う中間試験

や小テストなどを加味するものとし、他方、演習科目は、テーマごとの質疑応答・討論が

授業の中心となることから、授業中のプレゼンテーション、質疑応答・討論への参加状況、

期末のレポートなどを総合して評価することにしている。 

 以上の方針のもとに、各教員が、授業科目ごとの成績評価の基準を、シラバスの中で明

らかにしている。たとえば講義科目であれば、「中間試験 50％、期末試験 50％」「小テスト

30％、期末試験 70％」というように記載している。 

 なお、成績は、100 点法によって評価し、60 点以上を合格としている。また、評点と評

語の関係は、次のとおりである。 
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評 点 100～90 点 89～80 点 79～70 点 69～60 点 59 点以下 

評 語 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（不合格） 

 

 また、GPA 制度を導入し、半期ごとに学生の GPA を基礎演習または研究演習の担当教員

に通知し、学生の指導に利用している。成績不振の学生には、教務委員会が面接を行って

いる。なお、GPA とは、成績評価におけるＡ＋・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの評価結果に対して、そ

れぞれ４・３・２・１・０点の GP（グレード・ポイント）を与え、それに各科目の単位数

を乗じ、その総計数を総履修単位数で除すことによって算出するものである。 

 

■修士論文の評価基準の明確化 

 ディプロマ・ポリシーに従って、学位論文に係る評価基準を策定し、学生に周知してい

る。本研究科は、専門職学位課程であるため、学位論文が必須ではないが、学生が修士論

文の作成を希望する場合には、修士論文の審査および最終試験に合格することを修了要件

に加えることができるとしている。このため以下の基準を設けている。なお、本研究科の

場合は、育成する人材の１つに税理士があるため、この基準を用意している。 

 

修士論文の評価基準 

① 研究目的が明確で、問題設定が適切になされていること。 

② 先行研究のサーベイや資料・データの検討が十分に行われていること。 

③ 論文の構成および論旨の進め方が適切で、研究目的に対応した結論が論理的に導き出  

されていること。 

④ 誤字や脱字のない正しい日本語が使われており、また、学術論文としての体裁をなし  

ていること。 

⑤ 研究倫理をはじめ学術研究が従うべき規範を守っていること。 

 

■公正かつ厳格な成績評価 

成績評価の基になった答案用紙、レポートその他の提出物は、一括して本研究科が保管

している。しかも、ＦＤ委員会で事後的に成績分布表を検証し、成績評価に偏りがあるの

ではないかとの疑義が生じたときは、教務委員会が当該教員に問い合わせ、理由を確認し

ている。このように成績評価の妥当性について、第三者が検証可能なように配慮している。 

また、成績評価に対する不服申出制度がある。ただし、学生からの問い合せには適宜、

担当教員が応えているため、これまでに申出はない。 

 

■組織的な研修・研究の実施 

本研究科においては、ＦＤ活動に積極的に取り組むために、研究科長を委員長とし、全

専任教員によって構成されるＦＤ委員会を設置している。ＦＤ委員会は、情報の共有を図

ることを重視し、教員間で相互に刺激を与えており、各自が改善に努めている。ＦＤ委員
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会の構成員である専任教員は、委員会で取り上げるテーマを提案することができる。研究

科長は、必要に応じて教授会終了後に委員会を招集している。 

 また、本研究科では、前期および後期に各１回ずつ、演習科目である基礎演習、研究演

習およびケーススタディ科目を除き、すべての授業科目で学生による授業評価アンケート

を実施している。その結果は、担当教員にフィードバックされ、担当教員はシラバスの教

員コメント欄に改善の方針を記入するようになっている。なお、アンケート結果（教員コ

メントを含む。）は、本学の学生情報システムを通じて学生および教員に公開されている。 

 

＜平成29年度の取組＞ 

■成績評価の基準・方法の学生への周知の改善 

本研究科では、成績評価の基準に関する基本的な方針を設定するとともに、従来から、

専任教員・兼担教員・兼任教員にかかわらず、各教員が授業科目ごとの成績評価の基準を

シラバスの中で明らかにすることを、教務委員会より説明・依頼している。しかし、授業

科目の運営については基本的に各教員に任されていることから、これまで、それが十分に

機能していない部分があった。 

そこで、今般、このことが「公正かつ厳格な成績評価」にもかかわることを説明し、各

教員にシラバスへの適切な成績評価の基準の記載を強く要請した。 

 

■ＦＤ活動 

ＦＤの形骸化が指摘される中で、本研究科ではＦＤの実質化を図っている。それにはト

ップダウンに加えて、ボトムアップで進めていく必要があり、各教員が本研究科の目的の

達成に貢献する意欲を持続できるように、そこでは情報の共有を図ることが肝要である。

そして、それを通じて教育課程全体の改善に継続的に取り組んでいかなければならないと

考えている。 

 

平成29年度のＦＤ委員会活動記録 

開 催 日 出席者数 議  題 

平成 29年４月 12日（水） 13名 

・平成28年度後期成績分布について 

・研究倫理に係る課題研究レポートの作成の指

導について 

５月 10日（水） 13名 

・修了時アンケートについて 

・会計研究科教育充実費について 

・今後の専門職大学院と認証評価のあり方につ

いて 

９月 13日（水） 13名 

・兵庫県立大学COC事業「ひょうご地（知）の

五国豊穣イニシアティブ」５年間の成果につ

いて 
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11月８日（水） 10名 ・平成29年度前期成績分布について 

平成 30年１月 10日（水） 12名 
・平成30年度シラバスの作成について 

・公開授業について 

 

 なお、今回の公開授業（平成 29年 12月 19日（火）２時限に実施）は、研究者教員によ

り行われており、当該公開授業担当教員と公開授業参加教員（実務家教員を含む。）を中心

に議論が行われた。このことをもって、すぐに研究者教員の実務上の知見の充実や実務家

教員の教育上の指導能力の向上が図られるものではないが、それを目指してこの試みを今

後も継続していくつもりである。 
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 （３）成果等 

 

＜概要＞ 

■修了生の進路状況等の把握と公表 

本研究科では、修了時、学生に「進路決定報告書」の提出を求め、修了後の進路を把握

している。さらに修了後もキャリアの把握に努めている。具体的な把握方法は、以前は修

了生からの個別の連絡に依存していたが、現在はそれに代えて、ホームカミングデイの開

催等に絡めて、修了生に名簿通信票を郵送し、キャリアの把握に努めている。また、公認

会計士試験の結果は、官報で確認している。そして、最新の情報をパンフレットやホーム

ページに公表している。 

 

＜平成 29年度の取組＞ 

■学位の授与状況 

 教育効果の質的側面を直接測定することは困難であるので、それに代わる教育効果をひ

とまず学位の授与と捉えるならば、過去５年間の学位の授与状況は下表のとおりである。 

 

                 学位の授与状況            （人数） 

入学年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 

入学者数      34      40      21 24      40 

退学者数       4       5       1 4       2 

修了者数 
     30 

( 27 ) 

     35 

   ( 31 ) 

     20 

 ( 16 ) 

19 

( 19 ) 

     34 

   ( 34 ) 

 ＊修了者数欄の（ ）内の数値は、標準修業年限（２年）で修了した者の数である。 

 ＊平成 27年度および平成 28年度の入学者には未修了者がいる。 

 

■修了生の進路状況 

 過去５年間について「進路決定報告書」に基づき集計した結果は、次頁のとおりである。 

 また、本研究科は、修了後も進路の把握に努めている。それによると、監査法人、税理

士法人、会計事務所のほか、民間企業や公的部門（国税専門官、地方自治体、独立行政法

人など）でキャリアを歩んでいることが分かっている。民間企業においても、多くの者が

専門性の高さを評価されて、経理担当者として採用されている。したがって、本研究科が

掲げる会計専門職業人の育成という目的を果たしており、しかも、「人材育成のターゲット」

として説明したように（２頁参照）、必ずしも公認会計士の養成に限定せず、社会の幅広い

ニーズに応えるという点でも、期待した成果をあげていると考えている。 
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                修了生の進路状況            （人数） 

修了年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 

監査法人 0    1 0    0 1 

会計士受験準備 5 7 1    1    8 

税理士法人/会計事務所 3 1 1   3 3 

税理士受験準備 2 3 1    2 1 

民間企業 9 12   8 8 14 

公的部門 3 8   4 2 2 

公的部門受験準備 1 0   0 1 0 

その他 4 2   5 4 7 

合  計 27 34 20 21 36 

 

■修了時アンケートの結果 

 学位記授与式が終了した後、出席者全員からアンケートを回収した（回収数：32票）。 

「本研究科の授業は会計専門職大学院に相応しい内容およびレベルであったと思います

か」という質問に対しては、23 名が肯定的に回答している。また、基礎演習および研究演

習については、多様な観点から肯定的な意見が出されており、中でも「少人数で」「教員

との距離が近い」といった点を評価するコメントが多く得られた。これは、演習科目の目

標とするディべートを通じた論理的思考力の涵養が相当程度達成されていることを明らか

にするものである。 

さらにケーススタディ科目で実施した学外研修（インターンシップ）については、「企業

の現場を体験できてよかった」「社会人の方との交流がはかれてよかった」など、実務に触

れる機会を得たことは有益であったという回答が多かった。そして、「本研究科の授業は

将来何らかの形で役立つと思いますか」という問いに対しては、23 名が肯定的に回答して

いる。 

 

修了時アンケートの質問項目 

１．本研究科の授業は、会計専門職大学院に相応しい内容およびレベルであったと思いま

すか。 

２．基礎演習および研究演習でよかった点、また改善すべき点をあげてください。 

３．ケーススタディ科目で行われた学外研修でよかった点、また改善すべき点をあげてく

ださい。 

４．本研究科の授業は、将来何らかの形で役立つと思いますか。 

５．今後、一層充実すべき領域または科目があれば、提言してください。 

６．施設・設備等で充実すべき点があれば、提言してください。 

７．その他に意見・要望があれば、記入してください。 
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３．教員・教員組織 

 

＜概要＞ 

■専任教員数 

専門職大学院設置基準に定められた必要な専任教員数は 12名であるのに対し、本研究科

の専任教員は 15名（みなし専任教員４名を含む。）である。 

専任教員は、専攻分野について、教育上または研究上の業績を有する者、または専攻分

野における実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者から構成されている。

本研究科の教育の柱となる領域には専任教員を配置し、また、実践性を重視する授業科目

には専任の実務家教員を配置している。 

なお、平成 26年度から「業績活用型再雇用制度」が導入され、現在、特命教授１名（専

任教員数に含む。）が在籍している。この制度の対象者は、在職時に特に優れた業績を有す

る者で、かつ、本学が大学運営上、特に必要と認める者に限られる。 

 

■実務家教員の比率 

専任教員 15名のうち、６名が実務家教員（そのうち４名はみなし専任教員）である。し

たがって、全専任教員に対する実務家教員の割合は 40％であり、平成 15年文部科学省告示

第 53号（専門職大学院に関し必要な事項について定める件）で求められる「おおむね３割

以上」を超えている。 

本研究科において実践性を重視する科目は、応用・実践科目であるケーススタディ科目

である。この科目は、実践的な問題解決能力を涵養するとともに、実務に適用し、実践で

きる職業倫理観を養うために設けている。また、その中で学外研修（インターンシップ）

を実施している。ケーススタディ科目はすべて、実務家教員が担当している。 

 

■他部局との人事交流 

 平成 22年度、経営研究科が、神戸商科キャンパスにおける２つ目の専門職大学院として

設置された。本研究科と経営研究科は、育成を目指している人材が異なるが、いずれも高

度で専門的な職業能力を有する専門職業人の育成を目的としており、授業科目に関連性が

あるため、教員の相互交流などを通じて相乗効果をもたらすことが期待される。また、両

者は共に経営学部をその基盤として成立するものであるから、３部局間で連携を図る必要

がある。実際に人事交流も行われており、本研究科の専任教員であった者が、経営研究科

や経営学部に異動した後も、引き続き本研究科の授業科目を担当するケースもある。 
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＜平成 29年度の取組＞ 

■教員数 

本研究科の教員組織は、下表のとおりである。本研究科の専任教員（みなし専任教員４

名を含む。）は本来 15 名であるが、事情により２名の専任教員（みなし専任教員１名を含

む。）が欠員となっている。なお、当該欠員については、平成 30 年 4 月１日付で採用が決

定している。 

 

教 員 数             （人数） 

区 分 
専任教員 

兼担教員 兼任教員 
専 実・専 実・み 合計 

教 授 7 2 2 11 
10 15 

准教授 1 0 1 2 

＊①専   ：本研究科の専任教員で②以外の教員（特命教授 1名を含む。） 

  ②実・専 ：実務家・専任教員 

③実・み ：実務家・みなし専任教員 

  ④兼担教員：学内の他の学部等の教員 

  ⑤兼任教員：他大学の教員や実務家 

 

 また、平成 29 年度における専任教員の年齢構成を示しておくと、60 歳代が４名、50 歳

代が５名、40歳代が３名、30歳代が１名であり、年齢上バランスのとれたものとなってい

る。 

 

■研究者教員と実務家教員のバランス 

教員（専任教員、兼担教員および兼任教員）を研究者教員と実務家教員に大別し、平成

29 年度に開講した授業科目をいずれの教員が担当したかを一覧すると、下表のとおりであ

る。 

教員タイプ別の担当科目数         （科目数） 

 研究者教員が 

担当した授業科目数 

実務家教員が 

担当した授業科目数 

基本科目に 

分類される授業科目 
6 6 

発展科目に 

分類される授業科目 
21 20 

応用・実践科目に 

分類される授業科目 
0 6 

 ＊基礎演習および研究演習を除く。 
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４．学生の受入れ 

 

＜概要＞ 

■選抜方法 

 多様な選抜方法を採用することにより受験者に多様な機会を提供することを意図して、

一般入試と推薦入試を合わせ、４回の入学試験を実施している。一般入試（９月）では、

財務会計と管理会計のいずれを選択せずとも受験が可能である。これは、入学までに財務

会計および管理会計を学習することを求めるという含意であり、試験合格者には合格通知

時に併せて「入学前学習の手引」を送付し、その学習の手助けをしている。同様に、一般

入試（１月）では財務会計のみは学習していることを求め、入学までに管理会計を学習す

ることを求めるという含意である。しかし、一般入試（３月）では、入学までの期間が短

いことから、財務会計と管理会計の両方を学習していることを要求している。 

このように多様な選抜方法で入学試験を実施しているため、入学後のフォローアップが

必要である。ＧＰＡに基づく限り、入学試験の種別によって成績に顕著な相違がないことを

確認している。 

 

入学試験の概要 

種 別 試験実施日 選抜方法 筆記試験の科目 

一般入試 

９月中旬の土曜日 
学力試験 

面接試験 

財務会計（商業簿記を含む。）、管理会計（原

価計算を含む。）、租税法、公会計、統計学、

経営学から２科目選択 

１月下旬の土曜日 
学力試験 

口述試験 
財務会計（商業簿記を含む。） 

３月上旬の土曜日 
学力試験 

面接試験 

財務会計（商業簿記を含む。）、 

管理会計（原価計算を含む。） 

推薦入試 11月下旬の土曜日 口述試験 ――― 

 

■入学試験の実施体制 

入学試験の実施は、公平性を旨とし、入学試験委員会を中心に、本研究科の全専任教員

および学務課の事務職員によって行う体制をとっている。入試問題の作成については、科

目ごとに複数の教員によって原案を作成したのち、入学試験委員会でかなりの時間をかけ

て検討を行っている。また、入学試験制度委員会が、選抜基準・選抜方法等の学生の受入

れのあり方について毎年度見直しを行い、改善に努めている。 
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＜平成 29年度の取組＞ 

■過去５年間の実績 

 本研究科の過去５年間の入学試験の結果は、下表のとおりである。平成 30 年度入試は、

平成 29年度入試に引き続き定員割れとなったが、これは、大学生の会計士離れと近年の就

職状況の改善によるところが大きい。そのため、定員の６割を確保するにとどまったが、

しかしその中、学術交流協定締結校からの受入れを含む、留学生の増加が認められ、本研

究科の国際化戦略推進の成果が現れているものと考えられる。 

 

過去５年間の入学試験の結果        （人数） 

年 度 入試区分 定 員 志願者 受験者 合格者 入学者 

Ｈ26年度 

一般（9月） 

40 

18 18 16 12 

一般（1月）  4  4  4  2 

一般（3月）  5  4  3  3 

推  薦  6  6  4  4 

合  計 33 32 27 21 

Ｈ27年度 

一般（9月） 

40 

 8  8  8  8 

一般（1月） 10 10  8  6 

一般（3月）  3  2  1  1 

推  薦 11 11 11  9 

合  計 32 31 28 24 

Ｈ28年度 

一般（9月） 

40 

17 17 16 13 

一般（1月） 11 10 10  7 

一般（3月）  8  7  6  6 

推  薦 17 17 17 14 

合  計 53 51 49 40 

Ｈ29年度 

一般（9月） 

40 

9 8 8 6 

一般（1月） 13 11 9 9 

一般（3月） 3 3 3 2 

推  薦 19 19 17 16 

合  計 44 41   37 33 

Ｈ30年度 

一般（9月） 

40 

8 8 8 5 

一般（1月） 7 7 6 5 

一般（3月） 6 5 5 3 

推  薦 13 13 13 13 

合  計 34 33 32 26 



20 

 

■志願者増加のための取組 

 過年度の入学試験の結果を振り返ると、それまで概ね定員を満たしていたが、平成 26年

度入試および平成 27年度入試では、志願者も定員未満であった。この原因としては、監査

法人への就職難に端を発した公認会計士志望者の減少によるところが大きかったのではな

いかと分析し、対策をとった結果、平成 28年度入試では定員を満たすことができた。しか

し、平成 29 年度入試では志願者は定員以上であったものの、定員を満たすことができず、

平成 30年度入試では志願者も定員未満であった。 

 平成 30年度入試においても、引き続き志願者を大幅に増やすために、次のような対策を

とった。 

（１）広報活動に一層力を入れている。入試広報では、進学説明会の参加者に対するアン

ケートの結果から、志願者の主な情報源がホームページであることを確認しており、

ホームページの充実を最重要課題とした。そこで、「修了生の声・在校生の声」のペー

ジを設け、本研究科の魅力をアピールしている。 

（２）内部進学者を増やすため、本学の経営学部との連携強化には特に注力している。早

くから動機づけるため、５月に１・２回生を意識した説明会を開催した。 

 

平成 29年度進学説明会参加者数         （人数） 

開催日 5/9 6/6 6/8 7/8 8/22 8/24 10/18 12/20 合 計 

既卒者 0  0  1  1  3  1  0  4 10 

４回生  1  0  1  9  4  1  2  5 23 

３回生  2  3  8  2  0  0  2  1 18 

２回生  1  0  0  1  0  0  0  0  2 

１回生 11  2  7  4  0  0  0  0 24 

合 計 15  5 17 17  7  2  4 10 77 

 

（３）面識のある大学教員、過年度に受験実績のある大学に、年２回、パンフレットおよ

び学生募集要項を郵送している（各 164通）。 

（４）近年、本研究科でも留学生が増加傾向にある。また、国際化の観点から留学生の受

入れを増やすことが本学の方針であるので、平成 27 年度から一般入試において、「一

般選抜入試」のほかに「外国人留学生特別選抜入試」を導入した。「外国人留学生特別

選抜入試」で採用する選抜方法は、「一般選抜入試」の場合と同一であるが、「外国人

留学生特別選抜入試」を受験することによって、入学料が軽減されることになる。ま

た、９月に卒業した入学希望者が、本学で学びながら受験準備ができるようにするた

め、「会計研究科研究生制度」も導入した。このほかにも、学術交流協定締結校から留

学生を受け入れている。 
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■国際化戦略の推進 

平成 29年９月には、９月 24日（日）～９月 28日（木）の５日間の日程で、国際交流事

業として中国の学術交流協定締結校である天津理工大学および天津外国語大学を、会計研

究科長と会計研究科の教員１名および学生１名を含む、５名で訪問した。 

まず、９月 25日には、天津理工大学外国語学院長を表敬訪問するとともに、そこで「入

門会計講座」や「会計研究科を紹介するセミナー」を開催した。つづく、９月 26 日には、

天津外国語大学求索栄誉学院長を表敬訪問するとともに、ここでも「入門会計講座」や「会

計研究科を紹介するセミナー」を開催した。さらに、翌９月 27日には、天津外国語大学日

本語学院を訪問し、再度、そこで「入門会計講座」や「会計研究科を紹介するセミナー」

を開催するとともに、天津外国語大学学長を表敬訪問した。そしてその間、９月 25日には、

天津理工大学国際工商学院院長補佐との懇談や神戸市天津事務所長との会談も行った。 

また、平成 29 年 11 月には、11 月７日（火）～11 月 11 日（土）の５日間の日程で、国

際交流事業としてベトナムのダナン大学およびホーチミン市人文社会大学を、会計研究科

の教員２名を含む、３名で訪問した。 

まず、11 月８日には、ダナン大学国際交流センターおよびダナン大学外国語学部を訪問

した。ダナン大学国際交流センターでは、国際交流センター長と面会し、日本への留学を

希望する学生の現状について意見交換を行った。また、ダナン大学外国語学部では、日本

語学科長と面会し、日本語教育の課題について意見交換するとともに、会計研究科の教育

内容について説明を行った。つづく、11 月９日には、ダナン市からホーチミン市へ空路で

移動し、翌 11 月 10 日にはホーチミン市人文社会大学を訪問し、施設や教育環境等の視察

を行った。 

そして、これらの一連の訪問により、国際交流のさらなる一歩を踏み出すことができた

ものと考えている。 
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５．学生支援 

 

＜概要＞ 

■相談体制 

本研究科では、入学時にオリエンテーションを実施し、学生生活に係る重要事項につい

て周知を図っている。その後は、基礎演習および研究演習を担当する教員が、学生生活全

般の相談員としての役割も兼ねており、個別の相談に応じるとともに、研究科として組織

的に対応すべき問題が生じたときには、学生生活委員会や教授会で検討し措置している。 

 

■ハラスメントへの対応 

ハラスメントは未然に防ぐことが肝要であるが、本学では、人権啓発委員会が相談窓口

となっており、その体制は下図のとおりである。人権啓発委員会は、キャンパス単位（経

済学部・経営学部・大学院会計研究科・大学院経営研究科・政策科学研究所が共同で設置）

で設けられている。 

 

ハラスメントの相談体制 

          

 

■経済的支援 

 経済的支援としては、奨学金のほか、授業料免除制度がある。なお、その詳細について

は、本研究科のホームページに記載している。 

 

■キャリア支援 

 本研究科では、演習を担当する教員が、キャリア支援の相談員としての役割も兼ねてお

り、個別の相談に応じているほか、経験豊かな実務家教員が適宜アドバイスをしている。

また、組織的に対応すべき問題が生じたときには、学生生活委員会や教授会で検討し措置

している。 

 

■障がいのある者に対する支援 

 これまで障がいのある学生は在籍していないが、「障害を理由とする差別の解消の推進に
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関する法律」（いわゆる「障害者差別解消法」）の施行に伴い、平成 27年３月に全学的な指

針として「障がい学生支援のガイドライン」が策定された。それを受けて、本研究科とし

て、障がいがあり、受験および入学後の修学に際して特別の配慮を必要とする者に対する

対処の手順を定めている。 

そこにおいて、今後、障がいのある者が入学したときには、学生生活委員会が窓口にな

り、「学務課（学生支援担当）」と協力して必要な支援を行うことにしている。 

 

■障がいのある者に対する配慮 

会計研究棟を含む神戸商科キャンパスは、「兵庫県の福祉のまちづくり条例」第13条第

２項に基づいて、①車いすで通行できる傾斜路の設置、②車いすで通行できる幅員の確保、

③視覚障害者誘導用ブロックの設置その他の高齢者等の利用に配慮した誘導または案内の

設備の設置、④階段の手すりの設置、⑤車いすで利用できるエレベーター、便所および駐

車場の設置等の基準に基づいて整備されている。神戸商科キャンパスは傾斜地に建設され

たため、当初からユニバーサルデザインではなかったが、平成17年度および18年度に誘導

ブロック、身障者用カーポート、オストメイトトイレ、エレベーター等を設置する工事を

実施し、教育研究に支障がないようにしている。 

 なお、神戸商科キャンパスのユニバーサル施設情報は下表のとおりであり、この情報は

本研究科のホームページにも掲載している。 

 

神戸商科キャンパスのユニバーサル施設情報 

駐車場 

敷地内 

通路 

（建物前） 

主な外部 

出入口 
トイレ 誘導案内 昇降設備 観客席 

乳幼児 

コーナー 
その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

■留学生に対する支援 

留学生については、在留に伴う諸手続、住宅や生活上の諸注意、生活相談に関する情報、

医療関係情報、トラブル・緊急時の対応、経済的支援に関する情報、学外の支援機関等を

まとめた「留学生のための生活ガイド」を本学のホームページに掲載しており、入学時の
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オリエンテーションで案内している。 

 

■学生との懇談会の開催 

学生の要望に対しては、学生生活委員会が対応しているが、年１回（原則として７月の

第３水曜日）、学生の代表と研究科長との懇談会を開催している。 

 

＜平成 29年度の取組＞ 

■キャリア支援 

本学ではキャンパス毎に設置されたキャリアセンターが様々な支援を行っているが、そ

れに加えて、本研究科独自に実施した支援は、下表のとおりである。 

 

本研究科独自のキャリア支援 

名  称 概   要 

公認会計士キャリア・セミナー 

開催日：平成 29年７月 14日（金） 

講 師：新日本有限責任監査法人の公認会計士等 

（本研究科の修了生を含む。） 

対 象：公認会計士志望者 

 

なお、このほかに就職支援のためのＤＶＤ（「就職活動の基本」（全５巻）・「インターンシ

ップ」）を学生の至便に供している。 

 

■学生との懇談会の開催 

 定例となっている、学生の代表と研究科長との懇談会を、平成 29 年 7 月 19 日（水）に

開催した。学生は 10名、教員は、研究科長を含め、５名が出席した。 

また、近年、本研究科でも留学生が増加傾向にあるため、平成 29 年７月 25 日（火）に

留学生の代表との懇談会を昨年度に引き続き開催した。学生は８名、教員は、研究科長を

含め、５名が出席した。 

 

■留学生に対する学習支援 

近年、本研究科でも留学生が増加傾向にあり、平成29年度は32名が在学している。留学

生に対する学習面の支援として、留学生向けガイダンスにおいて、留学生のうち成績優秀

な学生に依頼して、学習の仕方をレクチャーする機会を設けていた。それに加えて、平成

29年度は、平成28年度に引き続き、主に簿記や原価計算の自習を支援するために、チュー

ター１名を配置した。また、日本語コミュニケーションに係る科目について非常勤講師１

名を雇用した。 
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■留学生に対する就職支援 

 近年、本研究科でも留学生が増加傾向にあることから、本研究科独自に留学生向けにキ

ャリア支援を行っている。 

 

本研究科独自の留学生向けキャリア支援 

名  称 概   要 

留学生就職支援セミナー(1) 

開催日：平成 29年６月 15日（木） 

場 所：神戸貿易協会会議室（第２回神戸グローバル経営

塾への参加） 

対 象：１回生の留学生 

留学生就職支援セミナー(2) 

開催日：平成 29年６月 21日（水） 

場 所：コニカミノルタ西神工場（工場見学） 

    ノーリツ明石本社工場（工場見学） 

対 象：１回生の留学生 

留学生就職支援セミナー(3) 

開催日：平成 29年７月５日（水） 

場 所：神戸市国際交流会館９階（外国人留学生のための

就職フォーラムへの参加） 

対 象：１回生の留学生 

留学生就職支援セミナー(4) 

開催日：平成 29年 10月６日（金） 

講 師：本研究科のチューター 

対 象：１回生の留学生 

留学生就職支援セミナー(5) 

開催日：平成 29年 12月１日（金） 

講 師：２回生の留学生４名（内定者） 

対 象：１回生の留学生 

留学生就職支援セミナー(6) 

開催日：平成 30年１月７日（日） 

講 師：本研究科の修了生３名（元留学生） 

対 象：１回生の留学生 

 

なお、このほかに留学生の就職支援のためのＤＶＤ（「留学生向け・就職面接試験トレーニ

ングシリーズ」（全３巻））を学生の至便に供している。 
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６．教育研究環境 

 

＜概要＞ 

■会計研究棟 

会計専門職業人を育成するという本研究科の目的を達成するため、設置時に会計研究棟

を建設した。その中には、本研究科の授業を行うために必要な講義室、演習室のほか、学

生研究室、学生ホール等を設けている。講義室および演習室は、下表のとおりである。 

 

会計研究棟の講義室および演習室 

名 称 収容規模 形 態 設  備 

21講義室 36名 スクール形式 教卓ＰＣおよびＡＶシステム設置 

22講義室 36名 スクール形式 教卓ＰＣおよびＡＶシステム設置 

23演習室 10名 アイランド形式 スクリーン設置 

31講義室 54名 スクール形式 教卓ＰＣおよびＡＶシステム設置 

32演習室 10名 アイランド形式 スクリーン設置 

 

■学習環境 

会計研究棟は、平日の昼間はもちろん、夜間（午後10時まで）、休日（年末年始を除く。）

も利用可能である。そのため会計研究棟の出入りはカードキーで管理されており、学生に

はカードキーを貸与している。 

棟内にある学生研究室は、共同研究室の形態をとるものの、専用の机を用意し、１人１

座席を確保している（全90座席）。また、演習室は、授業で使用していなければ、自習のた

め開放している。 

そのほか学生相互の交流のため、１階に学生ホールを設けている。 

 

■情報インフラストラクチャーの整備 

本学共通の情報システムを通じて、学生は履修登録やシラバスの参照を行い、教員はシ

ラバス登録、履修者名簿の確認、成績登録などを行っている。それに加えて、本研究科独

自で、会計研究棟内で使用できるノート型ＰＣを、入学時に学生に１台ずつ貸与している。

学生は、貸与されたＰＣを、実質的に個人専用として修了時まで利用できる。このＰＣは、講

義室、演習室、学生研究室で利用可能であり、授業や自習に使われている。 

ネットワークについては、基盤となる有線 LAN に加え、会計研究棟全館で利用できる無

線 LAN が完備されている。学生はこの無線 LAN に、入学時に貸与されたＰＣで接続できる。

また、学生および教員は、私有する情報機器類をこの無線 LAN に接続できる。なお、この

無線 LAN は他のネットワークと論理的に分離され、リスクの波及を防ぐ設計としている。 
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■図書資料等の整備 

図書館（床面積3,599㎡、蔵書数約53万冊、座席数約320席）は、電子ジャーナルを含め、

多くの図書等を所蔵しており、目録情報のデータベース化によりOPAC（蔵書検索システム）

が利用可能である。それに加えて、会計・経営研究資料室を設け、テキスト、専門雑誌、

参考書などの整備を進めている。これは、大学院経営研究科と共用で、主に専門職学位課

程の学生および教員の利用に供している。 

なお、この整備の予算は、阪本安一先生記念基金（神戸商科大学名誉教授である故阪本

安一先生のゼミ同窓会から、阪本先生の生誕100年を記念して寄贈された寄付金に基づいて

創設された基金）から助成されている。 

 

■情報データベースの整備 

 本研究科においては、企業データ等の収集のため、プロネクサス社のeol企業情報データ

ベースへのアクセスが可能な情報環境を提供している。 

 

■コピーカードの貸与 

 年間 1,500枚分のコピーカードを貸与している。 

 

＜平成 29年度の取組＞ 

■施設・設備の整備 

平成 29 年度は、耐用年数を経過した貸与ＰＣ（全体の約半数）について更新を行った。

従来の貸与ＰＣは、MS-Windows7 を搭載したノートＰＣで、インターネット接続に有線 LAN

を利用するものであった。新たな貸与ＰＣは MS-Windows10 を搭載したノートＰＣであり、

無線 LAN による運用を実現した。これにより、すべての貸与ＰＣが無線対応の MS-Windows 

10 のマシンになり、学生の利便性が高まった。また、学生研究室のプリンタについても、消

耗が激しいものは、新たな機種に更新した。 

 

■会計・経営研究資料室の整備 

 会計・経営研究資料室を設け、学生の学習に必要な図書の整備を行っている。平成 29年

度は、定期購読雑誌 22種類、図書 161冊を購入した。 
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７．管理運営、情報公開 

 

＜概要＞ 

■管理運営体制 

本研究科は、独立研究科として設置され、兵庫県立大学教授会規程に基づき教授会を置

き、専任教員は教授会構成員となる。教授会において審議する事項は、会計研究科教授会

規程に定められており、学生の入学および課程の修了、学位の授与のほか、教育課程の編

成、学生の履修、学生の在籍に関する事項（退学、転学、留学および休学を除く。）、学生

の懲戒処分、研究科長候補者の推薦、教員の採用および昇任候補者の教育研究業績等の審

査などを行っている。 

 また、個別の問題を処理するために、教務委員会、学生生活委員会、入学試験委員会、

入学試験制度委員会、広報委員会、自己評価委員会、予算委員会等を設置している。全専

任教員がいずれかの委員会に所属しており、それぞれの規程も整備されている。 

 このように、教学等の重要事項については、本研究科の専任教員組織の決定が尊重され

る体制となっている。 

 

■情報公開 

本学が公立大学法人として県民に支えられ、県民の期待によって存在していることを考

えれば、説明責任を果たす広報の役割も極めて大きいといえる。さらに広報には、教職員、

学生とその保証人、同窓生などの関係者との情報共有を図るという役割も含まれる。その

ため本研究科は、広報を重要な使命と認識し、優秀な学生を確保するため、ホームページ

の充実等により、効果的な情報発信と知名度の向上に努めている。 

 

＜平成 29年度の取組＞ 

■ホームページの充実 

 入学者確保の観点から入試広報を重視している。進学説明会の参加者に対するアンケー

トから、主な情報源がホームページであることを確認しており、そのためホームページの

充実が最重要である。また、同じアンケートから、大学院を選ぶときに重視することとし

て、第１位にカリキュラム、第２位に修了生の進路、第３位に育成する人物像があげられ

ているため、これらを中心に充実を図っている。その際、本研究科の現状を正確かつ客観

的に伝えることにも配慮している。たとえば教員組織、入学試験の結果、授業料減免・奨

学金の利用、学位の授与状況、公認会計士試験の結果等については、実績を数値で示して

いる。 

 また、本学の掲げる国際交流の進展を図るために、本会計研究科では留学生や留学生の

保護者への情報提供を目指して、中国語版のホームページや英語版のホームページの充実

を図っている。 
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終 章 

 

 本研究科は、社会のニーズを反映した教育目的に基づき人材育成のターゲットを明確に

した上で、理論教育と実務教育の架橋を図り、かつ、系統的・段階的履修を可能とするカ

リキュラムを編成している。また、履修登録できる単位数に上限を設けたり、公正かつ厳

格に成績評価を行ったりと、単位制度の実質化に配慮を払い、質の高い教育を行っている。

加えて、少人数で行う演習形式の授業科目が充実しており、これに対する修了生の満足度

も高い。さらに、相談体制、キャリア支援、教育研究環境の整備についても、一定の成果

をあげている。これらのことから、本研究科は「会計修士（専門職）」の学位に相応しい教

育を行っていると自負している。 

 しかしながら、いかに質の高い教育を行っていたとしても、それを受ける学生がいなけ

れば、そこから成果はあがらない。学生の受入れについては、平成 26年度入試および平成

27年度入試において定員割れの状況にあった。平成 28年度入試においては、定員を確保し

たものの、平成 29 年度入試および平成 30 年度入試においては、再び定員割れとなった。

その背景には、監査法人への就職難、次いで公認会計士試験合格者の減少、そして公認会

計士試験受験者の減少がある。また、近年の大学生の就職状況の改善がある。 

 もともと本研究科は、公認会計士の育成に特化するのではなく、社会の幅広いニーズに

応えて様々な場で活躍する会計専門職業人を育成することを特色としていることから、こ

の強みを生かした大学院づくりを目指していく。実際に本研究科の修了生の多くは、監査

法人、税理士法人、会計事務所のほか、民間企業や公的部門（国税専門官、地方自治体、

独立行政法人など）において、会計専門職業人として活躍している。このことを励みに、

本研究科の目的（ミッション）を達成し、それを通じて社会に貢献するために、一層の教

育の充実を図るよう、教職員一同、鋭意努力していく所存である。 

 

 

 

 

 

 


